
行政評価シート（事後評価）
コード 事務事業名 所管部課

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　授産所で作業の提供を受けた延べ人員数
　稼動者が作業により得た一人当たりの工賃=総工賃／稼動人員

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　通所者及び委託先の社会福祉協議会からは、今後も事業の継続を希望する
との意見が出ている。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

　近隣市では東村山市、町田市が同様の事業を実施している。両市
とも運営は他団体に委託しており、通所人数は西東京市授産所とほ
ぼ同等である。

代替・類似サービスの有無 　障害者を対象にした同様の授産施設が市内に設置されている。

4,536 4,973 4,678

5,000 5,000二
次
一人当たり工賃（月

額）

目標値 円

実績値 円

229 283 272

300 300一
次
稼動人員

目標値 人

実績値 人

16年度 17年度 18年度 19年度

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　授産所の年間開所日数

17年度 18年度 19年度

①授産所開所日数 実績値 日 245 245 245

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 16年度

② 実績値

成果指標 単位

2,173

稼動人員 千円 9.4 7.7 7.8 #DIV/0!

千円 2,161 2,184 2,124

163

千円 0 0 0 0

千円 167 164 163

0.02 0.02 0.02 0.02

1,994 2,020 1,961 2,010

17年度 18年度 19年度

千円

1,994 2,020 1,961 2,010

昭和42 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 16年度

財
源
内
訳

人

(63) 6-4-2 授産事業 福祉部生活福祉課（旧保健福祉部生活福祉課）

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　高齢・心身障害・その他の理由により就職困難な者が就業のための技能を取得するため、作業能
力及び生活能力の訓練事業を実施する。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金
の概要（国・都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等

　就職困難者に対して西東京市授産所で商品袋の加工等の作業を提供し、作業工賃を得るために必要な指導を行
う。授産所の運営は社会福祉法人西東京市社会福祉協議会に委託をしている。

事業開始時期

法律
条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



コード 事務事業名 所管部課

【一次評価】

【二次評価】

【行革本部評価】

　本事業は、高齢・心身障害等の理由により就職困難な者の就労支援として一定の役割を果たすもの
であるが、今後の事業実施に当たっては、委託先や委託内容、対象者の範囲等事業内容を再検証
し、事業の見直しを図られたい。

受益者負担
の適切さ 2

市民ニーズ
の把握 1

行革本部評価 判断理由及び事業を行う上での課題や、今後改善すべき点等

直接のサービ
スの相手方 2

事業内容等
の適切さ 2

二次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

事業の優先
度（緊急性） 2

　就労意欲を有する就労困難者への社会
参加促進を期待した事業ではあるが、他の
授産所や同種の事業との間において、当
該授産施設がどのような対象者に対して、
どのような役割を果たしているかが不明確
であり、その効果を確認し、事業の妥当性
を検証すべきである。

事業の
必要性 2

事業主体
の妥当性 2

市民ニーズ
の把握 1

検証項目 ランク

事業内容等
の適切さ 2

受益者負担
の適切さ 3

事業の優先
度（緊急性） 2

　本事業は、勤労意欲を持っているにもか
かわらず就労困難な者に社会参加を促す
施策として一定の役割を担っている。
　授産所としては、身体障害者・知的障害
者を対象とする施設が市内に設置されて
いるが、それら施設への通所要件に該当
しない就労希望者の受け皿として今後も事
業を継続する必要がある。
　ただし、事業の実施方法については、今
後も市の委託事業として継続するのが妥
当かどうか、なお検討の余地がある。

事業の
必要性 3

事業主体
の妥当性 2

直接のサービ
スの相手方 2

(63) 6-4-2 西東京市心身障害者授産事業 福祉部生活福祉課（旧保健福祉部生活福祉課）

検証項目 ランク 一次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充


